別紙
障害者自立支援基盤整備事業実施要綱
１　目的
障害者自立支援基盤整備事業（以下「事業」という。）は、既存施設等が新体系に移行する場合等に必要となる、施設の改修等の経費に対し助成を行うことにより、新体系におけるサービスの基盤整備を図ることを目的とする。
２　事業内容
（１）事業の具体例としては、以下のとおりである。
　　（改修）
　　①　小規模作業所を新体系の設備基準に適合させるための改修工事
　　②　ケアホーム等を実施するアパート等のバリアフリー化等に必要な改修工事
 　 ③　居宅介護事業及び相談支援事業を行うために必要な既存建物の改修工事
 　 ④　その他基盤整備対策に資する工事
　　（増築）
　　①　生産事業等のための作業スペースの設置
  　②　新体系事業を行うにあたって必要となる厨房等の拡張工事
  　③　その他基盤整備対策に資する増築工事
３　その他
　　その他の国庫補助制度で対象としている事業については、補助対象外とする。
（別表）
	１　種目
	２　基準額
	３　対象経費
	４　補助率

	障害者自立支援基盤整備事業
	・１施設あたり20,000千円以内の額
・改修の②については
2,000千円以内の額
・改修の③については
5,000千円以内の額
	既存施設等が新体系に移行する場合等に必要となる施設の改修及び増築にかかる経費（消耗品や備品などは対象外）
	１０／１０


障害者自立支援基盤整備事業実施要領
１　対象経費
	１区分
	２種類
	３補助基準額
	４補助対象経費

	障害者自立支援基盤整備事業
	改修
	１施設当たり
２０，０００，０００円
	小規模作業所を新体系の設備基準に適合させるための改修その他基盤整備対策に資する改修工事に要する経費

	
	
	１施設当たり
　　２，０００，０００円
	ケアホーム等を実施するアパート等のバリアフリー化等に必要な改修工事に要する経費

	
	
	１施設当たり
　　５，０００，０００円
	居宅介護事業及び相談支援事業を行うために必要な既存建物の改修工事に要する経費

	
	増築
	１施設当たり
　２０，０００，０００円
	生産事業等のための作業スペースの設置、新体系事業を行うに当たって必要となる厨房等の拡張工事、その他基盤整備対策に資する増築工事に要する経費


※１　補助対象経費は、工事費及び工事事務費（実施設計及び監理費に限り工事費の２．６％に相当する額を限度とする。）とする。
※２　上記※１以外の経費（備品費や消耗品費等）については対象外とする。
※３　事業は、当該補助年度の２月末日までに工事が完了するものに限る。
２　対象者
（１）障害者自立支援法施行前の児童福祉法、身体障害福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、知的障害者福祉法に基づく障害福祉サービスで、障害者自立支援法施行後においても経過的になお従前の例によるとされているサービスを実施している事業者又は小規模作業所等で、下記（３）を満たす者。
（２）障害者自立支援法第５条に規定する「居宅介護」、「共同生活介護」、「共同生活援助」、「相談支援」のいずれかの事業を行おうとする者で、下記（３）を満たす者。
（３）整備を行う施設において、障害者自立支援法第２９条第１項の規定に基づく指定障害福祉サービス事業又は障害者自立支援法第７７条の規定に基づく地域生活支援事業を、当該補助年度の翌年度の４月１日までに開始することができる者。
　※１　３月に行った意向調査の結果、希望する事業者が多いことから、事業の主旨を鑑み、現在の体系が旧体系であり、本事業により新体系に移行することができる事業者を優先する。
　※２　事業実施後は新体系に移行することができることを条件とする。
３　補助金の額
補助金の額は、上記１に掲げる｢補助基準額」と「補助対象経費の実支出額から寄附金その他収入額を控除した額」と比較して少ない方の額（千円未満の端数は切り捨て）とする。
４　申請手続き等
（１）交付申請
沖縄県障害者自立支援対策臨時特例基金特別対策事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」という）の第４条に規定する交付申請書（第１号様式）に添付する所要額調書（別紙１）及び事業計画書（添付書類１）を提出するものとする。
（２）変更申請
交付決定後、変更が必要となった場合は、交付要綱第７条に規定する変更交付申請書に添付する変更計画書（添付書類２）を提出するものとする。
（３）実績報告
交付要綱第１０条に規定する実績報告書（第３号様式）は、当該年度の事業完了後１箇月以内又は翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに別添の精算書（別紙１）及び報告書（添付書類３）と共に知事に提出するものとする。
５　その他
既存の他の国庫補助制度で対象としている事業については、補助対象外とする。
６　実施年度
　　平成１９年度～平成２０年
